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研究要旨 
 本分担研究課題では、本研究事業で作成する骨粗鬆症検診マニュアルの一部として、骨
粗鬆症検診を実施するに当たって必要な基礎的知識として骨粗鬆症、並びにそれによる骨
折についての疫学的最新知識をまとめた。我が国の骨粗鬆症患者は約 1300万人、18万人
が毎年大腿骨近位部骨折を起こし、内、2 万 7 千人が死亡し、7 万 5 千人に身体機能の低
下が起こる極めて高頻度で重大な疾患である。しかし、現状では、骨粗鬆症検診は対策型
検診としては十分な機能を果たしておらず、患者の治療割合も不十分である。骨折リスクを
正しく評価する検診と骨折リスクの高い者に確実に治療を提供するスキームが必要である。
本研究で提案される検診スキームは骨折リスクを指標とするものではないが、簡便に低骨密
度のリスクの高い者のスクリーニングすることができる。この性能は別のコホートに適用しても
再現でき、一般化可能性が担保されたと考えられる。 
 

 

Ａ．研究目的 

①本研究事業で作成する骨粗鬆症検診マニュアルに

ついて疫学の面から助言する。 

②骨粗鬆症の検診を提供するに当たっての基礎的知

識として骨粗鬆症、並びにそれによる骨折についての

疫学的最新知識をまとめ、骨粗鬆症検診マニュアルの

中で提供する。 

③本研究で ROAD 研究を元に提案されている検診ス

キームが別のコホート研究である JPOS研究でも同様の

結果が再現できるかどうかを検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 文献レビューと最新情報の収集 

 使用した文献データベースは PubMed、Cochrane 

Library、並びに医学中央雑誌である。Key words

は ”osteoporosis” と ”fracture” で 、 PubMed で

は”epidemiology”のＳｕｂｈｅａｄｉｎｇをつけ、humans と

Middle Aged + Aged: 45+ yearsの Filterをかけた。言語

は英語と日本語とした。 

 2024年度に開催された骨粗鬆症、疫学に関連する学

会、すなわち、日本骨粗鬆症学会、日本骨代謝学会、

日本公衆衛生学会、日本疫学会の学術総会に参加し、

最新情報を収集した。 

 

２．本検診スキーム（案）の JPOS研究における検証 

 JPOS 研究は１９９６年から実施されている骨粗鬆症に

関するコホート研究で、２０２４年に２５年次追跡調査を

完遂した。そこで、１９９６年のベースライン調査と２０２２

年から２０２４年にかけて行われた２５年次調査の参加

者について、本検診スキーム（案）を適用し、ROAD 研

究と同様の結果が得られるかどうか確認する。 

 

Ｃ．研究結果 

１．骨粗鬆症検診マニュアル「骨粗鬆症の疫学」の最終

稿 

 令和元年度国民生活基礎調査 1)によれば、骨折・転

倒は要支援・要介護となった原因の 13.2％を占め、認

知症、脳血管疾患、高齢による衰弱と並ぶ重大な原因

となっている。超高齢社会が進行する我が国にとって骨

粗鬆症による骨折は、高齢者の健康はもとより、介護者

の健康や医療福祉経済にとっても極めて重要な問題で

あり、効果的な予防と適切な患者管理が求められてい

る。本稿では、骨粗鬆症の有病率と同症による骨折の

発生状況、骨粗鬆症診療の状況、並びに予後を概括

する。 

 

１）骨粗鬆症の推定有病者数と患者数 

 Research on Osteoarthritis and Osteoporosis Against 

Disability (ROAD)研究 2)によれば、2005 年の骨粗鬆

症の有病者数は、腰椎、あるいは大腿骨近位部で、女

性 980 万人、男性 300 万人とされ、全国の 7 地域から

無作為抽出された女性を調査した Japanese Population-

based Osteoporosis (JPOS)研究 3)でも同程度であった。

この数値は人口の高齢化と共に増加し、2030年以降は

女性だけで 1200万人前後となると推計されている 4)。 

 

２）骨粗鬆症による骨折 

 主要な骨粗鬆症性骨折としては、大腿骨近位部骨折、

椎体骨折、橈骨遠位端骨折、上腕骨近位部骨折が挙

げられる。しかし、これらの頻度が最も高いかというと必

ずしもそうではない。アメリカ合衆国を中心とする 10 ヶ

国の 55歳以上の女性 54,229人（中央値 67歳）の 3年

間の骨折をアンケート調査した Global Longitudinal 

Study of Osteoporosis in Women (GLOW)研究 5)では、



 

52 

 

骨折の部位は図１のようになっている。高頻度から前腕

遠位部、踵骨、肋骨の骨折と続くが、これらについては

必ずしも疫学データが揃っているわけではない。比較

的揃っているのは主要骨粗鬆症性骨折である。なお、

加齢と共に有意に増加しなかったのは下腿と踵骨の骨

折で、これらは骨粗鬆症性骨折とは言えそうにない。 

 

３）骨粗鬆症性骨折の動向 

(1) 大腿骨近位部骨折 

 大腿骨近位部骨折は予後が悪いことからもっとも注目

されている骨折である。これについては過去 7 回の全

国調査があり 6)、図２に直近 6 回の発生率の年次推移

を示した。高齢人口の増加により全年齢の発生率は明

らかに上昇し、2017年で人口 10万人あたり男女それぞ

れ年 73.6 と 235.4、発生数は 44100件と 149300件と推

計され、1992 年の男 2.36 倍、女 1.95 倍となっている。

年齢階級別発生率はいずれの年代も男女ともほぼ横

這い、年齢調整発生率も横這い状態であった。レセプト

データベースを用いた研究でも同様の傾向が報告され

ている 7)。 

(2) 椎体骨折 

 椎体骨折（骨折様変形含む）の有病率は、広島、長

崎の成人コホートでは 70 歳代女性で約 30%、80 歳代

前半で 40％、男性では 60 歳代約 3%、70 歳代で 8％

8)、JPOS コホート研究では 50 歳代女性では約 3%、60

歳代 15%、70 歳代 20%となった 9)。女性では 70 歳代

で 20-30%が 1つ以上の椎体骨折を持つと考えられる。 

 我が国における椎体骨折の発生率は、骨折の診断基

準が異なるため、精密な研究間比較は難しいが、広島

では女性 1000人年あたり 70歳代で 40、80歳代で 84、

男性ではこの約 1/210)、JPOS コホートでは 60 歳代女

性で 16.3、70 歳代で 36.311)、和歌山県の山間地では

60 歳代女性で 14、70 歳代で 22.2、男性ではそれぞれ

5.1、10.8であった 12)。女性では 60歳代で年 1.5%、70

歳代で 3.5%、80歳代で 8%、男性ではその 1/2程度の

発生率と考えられる。 

 広島、長崎の成人コホートの胸部X線フィルムの解析

では、胸椎椎体骨折発生率には明確な出生コホート効

果が報告されている 13)。即ち、1986 年までの観察で、

出生年が 1880 年から 10 年下る毎に各年齢階級別発

生率はほぼ半減した。これは大腿骨近位部骨折の動

向とはまったく異なり、別のリスク要因があることを意味

している。 

(3) その他の骨折 

 橈骨遠位端骨折は大腿骨近位部骨折と並ぶ発生率

と言われるが、後者の発生率が加齢と共に指数関数的

に上昇するのに対し、前者は女性では 50 歳代で上昇

し、60 歳代以降は微増、男性では加齢に伴う顕著な上

昇は見られない 14)。男性での発生率は女性の 1/3 か

ら 1/6程度とされている 15)。 

 上腕骨近位部骨折は橈骨遠位端骨折の 1/4 程度の

発生率で、男女とも加齢と共に上昇する。男性は女性

の 1/3程度とされている 15)。 

 

４）骨粗鬆症の治療ギャップ 

 全国から無作為抽出された医療機関を対象に 3 年に

一度行われる患者調査によると、2020 年 10 月に治療

を受けていた骨粗鬆症患者数の推計値は女性 1278千

人、男性 80 千人で 16)、女性推定有病者数の 4.3％、

男性では 0.9％となる。この低率は推定患者数が主傷

病名について集計されており、骨粗鬆症が主傷病とな

らない場合が多いためと考えられる。また、令和５年度

地域保健・健康増進事業報告 17)から骨粗鬆症検診の

カバー率を計算すると、5.7%と極めて低く、検診が十分

に機能してないことも寄与している。さらに、大腿骨近

位部の骨折後でも骨粗鬆症治療がされない場合が多

いと言われ、Haginoら 18)は医療機関のアンケート調査

から18.7%しか同骨折後も治療を受けていないと報告し

ている。直近の全国のレセプトデータベースを用いた研

究ではやや状況は改善しているものの、大腿骨近位部

骨折後 90 日以内に治療を開始した割合は女性 29.6%、

男性8.9%19)、治療を２年継続していたのは女性47.5%、

男性 39.5%だった 20)。骨粗鬆症性骨折の代表的存在

である大腿骨近位部骨折の患者に骨粗鬆症治療を行

わないのは、糖尿病性腎症の患者に糖尿病の治療を

行わないようなもので、残念なことである。 

 

５）骨粗鬆症性骨折の生命予後 

  大腿骨近位部骨折の生命予後についての Johnell と

Kanis21)の 1990 年時点での推計によれば、同骨折に

よって全世界で毎年 75 万人が超過死亡しているという。

Abrahamsen ら 22)によれば、超過死亡は主に骨折後６

ヶ月に生じ、1 年以降の生存曲線は非骨折者からの期

待曲線とほぼ平行になる。骨折後 1年の超過死亡割合

は研究により 8.4%から 36%とばらついたが、近年の研

究ほど低下していた 23)。我が国では、Tsuboi ら 24)が

愛知県下の同骨折後 10 年間の死亡状況を報告し、超

過死亡は骨折後ほぼ 2 年以内に生じ、骨折後 1 年で

15%程度、Takayama ら 25)は福井県下の調査で 5%と

報告している。また、死亡を免れた場合でも、骨折前の

身体機能まで回復しない患者が 58%にのぼり 26)、重

大な影響を呈することがわかる。 

 FIT 研究 27)の対照群の検討によれば、臨床症状を

呈して診断された椎体骨折の死亡リスクは骨折しない

場合の 8.6 倍で、大腿骨近位部骨折の 6.7 倍を上回っ

た。しかし、調査時の X 線検査で診断された椎体骨折

の死亡への影響はずっと小さい。FIT 研究では椎体骨

折を持つ者の死亡の年齢調整死亡率は持たない者の
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1.23 倍、多要因を調整すると 1.16 倍で、いずれも有意

だったが 28)、多変量調整後は有意でなくなるという報

告 29)や複数の椎体骨折があって初めて有意になると

いう研究 30)もある。 

 その他の骨折の影響については上記の FIT 研究 27)

で検討されているが、橈骨遠位端骨折では死亡リスク

は上がらず、その他の非椎体骨折でも生命予後には影

響しなかった。 

 

 
図1：中高年女性における臨床骨折の発生部位（文献5

より作図） 
 

 
図２：図２．性別年齢別大腿骨近位部骨折発生率の推

移（文献６より作図） 

 Crude: 全年齢の粗発生率、Age-adjusted: 全年齢の

年齢調整発生率 
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２．本検診スキーム（案）の JPOS研究における検証 

１）ベースライン調査を用いた検証 

 1996年に実施された JPOS研究のベースライン調査を

受診した者の内、受診時 40歳以上の女性 1608人を対

象とした。骨粗鬆症と骨折のリスク要因を聞き取り、身長、

体重を測定し、骨密度は腰椎と大腿骨近位部を DXA

で測定した。 

 

 
 

 腰椎、大腿骨近位部、大腿骨頸部のいずれかで若年

成人値の 70%未満を Gold standard とした場合のスクリ

ーニング基準は 

①本人の骨折歴、両親の大腿骨近位部骨折歴、グルコ

コルチコイド使用、関節リウマチのいずれかがあった場

合 

②年齢(Age)と体重(Wt)から以下の式で OSTA 値を計

算し、 

 OSTA=(Wt-int(Age))×0.2 

 59歳以下では OSTA≦－1か OSTA≦0 

 60歳≦ ＜75歳では OSTA≦－1 

とし、①または②を満たす場合を要精検と判定した。 

 その結果を表 1 に示す。本スクリーニング基準を作成

した ROAD 研究における感度と特異度と比べると、や

や低い値となったが、検証コホートで性能がやや落ちる

のは致し方ない。59 歳以下では OSTA≦－1 を採用す

ると JPOS 研究では感度は 40%台となり、かなり低い印

象であった。60歳以上では感度は高いが特異度が低く、

検診の効率に問題がでるかもしれない。 

 

２）25年次追跡調査を用いた検証 

 JPOS研究の 25年次追跡調査は 2022年から 2024年

にかけて実施された。受診時 40歳以上だった 781人を

対象に本検診スキームの性能を検証した。方法はベー

スライン調査を用いた場合と同じである。 

 結果を表２に示す。JPOS 研究の 25 年次追跡調査参

加者における感度と特異度は ROAD 研究のそれよりも

やや低いが概ね同様な値となっていた。 

 

感度(%) 特異度(%) 感度(%) 特異度(%)

全年齢

①自身の骨折歴、両親の大腿骨近位

部骨折歴、グルココルチコイド使

用、関節リウマチのいずれかがあり

26.4 91.6

≤59歳 OSTA≤-1 51.9 87.6 43.3 86.9

OSTA≤0 70.9 73.3 61.2 72.6

①あるいはOSTA≤-1 46.3 82.2

①あるいはOSTA≤0 64.3 69

60≤ <75 OSTA≤-1 90.9 31.7 94.7 27.9

①あるいはOSTA≤-1 96.4 23.6

腰椎、大腿骨近位部、大腿骨頸部のいずれかで若年性陣地の70%未満をGold standardと

した場合

ROAD研究
JPOS研究ベース

ライン年齢区分 スクリーニング基準

表１．本研究による骨粗鬆症検診スキームのJPOS研究ベースラインにおける再現性
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Ｄ．考察 

 以上より、我が国の骨粗鬆症患者は約 1300 万人、18

万人が毎年大腿骨近位部骨折を起こし、内、2 万 7 千

人が死亡し、7 万 5 千人に身体機能の低下が起こる極

めて高頻度で重大な疾患である。現状で大腿骨近位

部骨折の発生動向の迅速な把握は難しいが、今後は

レセプトデータベースを活用して全国の発生数を毎年

把握し、それをアウトカムにして、有効な予防対策や患

者の管理方法の改善を図ることが必要である。 

 本研究では、JPOS 研究の Baseline 研究のデータと、

25 年次追跡調査のデータを用いて、本研究班が

ROAD 研究を元に提案する検診スキームの再現性を

検討したところ、Baseline 研究、25 年次追跡研究のい

ずれにおいてもほぼ同様の感度と特異度が得られた。

これは本研究班が提案する検診スキームが他のコホー

トにも適用できることを示しており、今後、骨粗鬆症検診

として実施しうることを示唆している。 

 しかし、感度と特異度のいずれもが十分に高いかと言

えば、必ずしもそうではない。ROAD 研究における感度

と特異度と比べると、JPOS 研究における値はやや低い

値となった。検証コホートである JPOS 研究でスクリーニ

ング性能がやや落ちるのは致し方ない。しかし、59 歳

以下ではOSTA≦－1を採用すると JPOS研究では感度

は 40%台となり、かなり低いので、特異度をやや犠牲に

してもＯＳＴＡ≦0を採用すべきと考えられる。また、60歳

以上では感度は高いが特異度が低く、検診の効率に

問題がでるかもしれない。 

 なお、骨粗鬆症は骨密度が低下しても大きな障害は

起こらず、骨折すると重大な障害が起こる。したがって、

予防すべきは低骨密度ではなく、骨折で、検診では低

骨密度ではなく、高骨折リスクを抽出しなければならな

い。しかし、現行の検診対象、すなわち「40歳から 70歳

までの間の 5 歳きざみの女性」を変更しないことを前提

に検診スキームを立案することになったため、高骨折リ

スクのスクリーニングは対照が若すぎて機能せず、骨密

度測定の必要な人のスクリーニングとなった。骨密度測

定の必要な人をスクリーニングし、精密検査で低骨密

度を発見し、必要な介入をして骨折を減らすことを目指

す。本研究ではこのスキームが他のコホートにも適用可

能であることは推定できたが、実際に骨折を減らす上で

有効かどうかは今後の課題である。 

 

Ｅ．結論 

 我が国の骨粗鬆症患者は約 1300万人、18万人が毎

年大腿骨近位部骨折を起こし、内、2 万 7 千人が死亡

し、7 万 5 千人に身体機能の低下が起こる極めて高頻

度で重大な疾患である。しかし、現状では、骨粗鬆症検

診は対策型検診としては十分に機能しているとは言え

ず、患者の治療割合も十分に高いとは言えない。可及

的速やかに骨折リスクを正しく評価する検診の導入と骨

折リスクの高い者には確実に治療を提供するスキーム

が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 なし 

2. 学会発表 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし

感度(%) 特異度(%) 感度(%) 特異度(%)

≤59歳 OSTA≤-1 51.9 87.6 50.0 80.7

OSTA≤0 70.9 73.3 74.1 63.1

60≤ <75 OSTA≤-1 90.9 31.7 90.6 28.0

腰椎、大腿骨近位部、大腿骨頸部のいずれかで若年成人値の70%未満をGold standardと

した場合

表２．本研究による骨粗鬆症検診スキームのJPOS研究25年次追跡における再現性

年齢区分 スクリーニング基準
ROAD研究 JPOS研究25年次




